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オーストラリア連邦における検疫法令等および 
水際対策に関する調査報告 

 

【調査日時】平成 29年 2月 5日（日）～2月 9日（木） 

【調査場所】Australian Government, Department of Health 

Australian Government, Department of Agriculture and Water Resources 

Sydney Kingsford Smith International Airport  

Overseas Passenger Terminal, Circular Quay 

【調査者】 大阪検疫所長 笠松 美惠 

      健康局結核感染症課 IDES医療専門職 齋藤 浩輝 

      検疫所業務管理室検疫業務係長 平城 義郎 

 

【調査目的】 

近年、交通手段のめざましい発達、それに伴う国際的な人や物の往来の増加等により、我が

国においては、航空機及び船舶による外国からの来航が飛躍的に伸びている。一方で、それに

伴って我が国に常在しない感染症が侵入するリスクも増加している。 

このような状況の中、検疫所の役割は空港検疫及び船舶検疫の両面において感染症蔓延に対

する水際対策を担う部門として大きな意義をもつ。 

 しかし、我が国の検疫施策の根幹となる検疫法令は、現状にそぐわない部分も少なからず見

受けられるようになってきていることから、この度、諸外国の検疫法令等の現状を調査し我が

国の検疫関係法令の位置づけを確認することを目的とし、その一環として、同じ島国であるオ

ーストラリア連邦（以下「オーストラリア」）の検疫関係法令等および実際の水際対策の調査

を実施した。 

 

【オーストラリア概要】 

オーストラリアはオーストラリア大陸本土、タスマニア島および多数の小島からなる。大陸

本土は図１にあるように、６つの州とオーストラリア首都特別地域からなる。同特別地域はニ

ューサウスウェールズ州東南端にあり、首都キャンベラがここにある。同国の人口は約 2,400

万人、国土面積は約 770万 km2で日本の約 2倍である。大陸の東側中部から南部は温暖な気候

で、人口はこの地域に集中し、ブリスベン、シドニー、メルボルンといった大都市は全てこの

地域にある。  

大陸の北部には熱帯雨林気候の地域があり、図２にあるようにネッタイシマカが定着してい

る。また北東岸はサンゴ礁が広がるグレートバリアリーフが有名である。コアラ、カンガルー、

エミューなど、地理的隔離と気候の多様性から個性的な生態系が多数存在し、これらの固有生

物を守るために同国では厳しい検疫が行われている。 
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図１ オーストラリア６州と２特別地域および各地の気候 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ネッタイシマカの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「Global distribution maps of the arbovirus vectors Ae.aegypti and Ae.albopictus, Published on Dec 16, 

2014」から引用 

SEEG-Oxford: Spatial Ecology and Epidemiology Group at the University of Oxford 

 

【オーストラリア検疫法令関連行政組織】 

 同国では、検疫を含む感染症関連施策は国の保健省（DOH : Department of Health）と農業水

資源省（DAWR : Department of Agriculture and Water Resources）が連携してその役割を担ってい

る。 
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 保健省の下には 7グループあるが、その１つに「Health Protection Group」があり、さらに同

グループが「Immunization Branch」、「Health Protection Policy Branch」、「Health Emergency 

Management Branch」に分かれるが、「Health Emergency Management Branch」(HEMB)が検疫法

令や IHRに基づく業務を管理実行している。 

HEMBはさらに「Border Health Section」、「Health Emergency Countermeasures Section」、

「Emergency Preparedness and Response Section」に分かれ、国民の健康危機への準備・対応、

National Incident Roomおよび National Focal Pointの維持管理も担っている。National Incident 

Roomは、国内で発生するあらゆる健康危機への対応を調整する部署となっている。 

 

【調査結果】 

１． 検疫業務を規定する法令事項の確認 

１） 法令体系について 

○オーストラリア憲法には、「オーストラリア政府が検疫およびバイオセキュリティに対して

責任を負う」と定められており、「Biosecurity Act 2015」（以下「Act 2015」という）が同憲

法を補完している。 

○検疫法令は、2015年以前は「Quarantine Act 1908」であったが、2015年に Act 2015に改定、

2016年 6月 16日に施行され、同年には以下のような同法関連規則等が次々と制定されてい

った。 

  Biosecurity Act Explanatory Memorandum 

 Biosecurity Regulation 2016 

  Biosecurity (Human Health) Regulation 2016 

  Biosecurity (Listed Human Diseases) Determination 2016 

  Biosecurity (Entry Requirements) Determination 2016 

  Biosecurity (Ship Sanitation Certification Scheme – Ports) Declaration 2016etc. 

○上記以外に、DOHと DAWRの間で「Memorandum of Understanding」が交わされている。こ

れは、本来 DOHが担うべき水際での人の検疫について、DAWRのスタッフが担うための覚

書である。 

 

２）国内他法令との関係について 

○我が国では水際対策を検疫法により、国内感染症対策を感染症法によってそれぞれ実施して

いるが、オーストラリアにおいても同様に、水際対策は Act 2015により、国内感染症対策は

国内法により実施されている。 

 

３）国及び地方自治体との関係について 

○DAWRの職員である Biosecurity Officers (BOs)が、全国に配置されている。一方で、「Biosecurity 

(Human Biosecurity Officers-State and Territory Officers and Employees) Authorisation 2016 (No.4)」

に基づき、2017年現在 69人の Human Biosecurity Officers (HBOs)（医師）が DOHから任命
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されているが、６州２特別地域で開業医がそれぞれ１人ずつ Chief Human Biosecurity Officer 

(CHBO)に、また各州及び特別地域の保健部門で雇用されている医師が数名～十数名ずつが

HBOsに任命され、BOsからの電話連絡に 24時間 365日備えている。なお、BOsのバックグ

ラウンドは特に拘らないため多種多様である。獣医師、昆虫学者、疫学者、経済学者等が含

まれているが、看護師は含まれていない。 

 

【参考】各州及び 2特別地域の人口と HBOsの人数（2017年 2月現在） 

 人 口 HBOs (Chief HBOを含む) 

New South Wales 7,618,200 8 

Victoria 5,938,100 11 

Queensland 4,779,400 20 

Western Australia 2,591,600 13 

South Australia 1,698,600 5 

Tasmania 516,000 3 

Australia Capital Territory 390,800 5 

Northern Territory 244,600 4 

 

  ちなみに Human Biosecurity Officersのトップは Director of Human Biosecurity Officer (Chief  

Medical Officerと同一人物)で、DOH - Health Protection Group の長たる医師である。 

 

４）検疫空港及び検疫港について 

IHRの条件を満たす入域地点（PoE : Point of Entry）は、8空港と 6海港であるが、ベクタ

ーのモニタリング及びサーベイランスを実施している International First Point of Entryは、海

港 63港、空港 30空港（図３，４）あり、我が国と状況は酷似している。 

【参考】PoE under the IHR 

空港海港 

① Sydney ① Sydney  

② Melbourne ② Melbourne 

③ Adelaide ③ Brisbane 

④ Brisbane ④ Fremantle 

⑤ Perth ⑤ Darwin 

⑥ Darwin ⑥ Cairns 

⑦ Gold Coast 

⑧ Cairns 
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図３ A map of Australia’s First Points of Entry for Vessels 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.agriculture.gov.au/biosecurity/avm/vessels/first-point-entry-and-non-first-point-entry 

 

図４ A map of Australia’s First Points of Entry for Aircrafts 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

http://www.agriculture.gov.au/import/before/sending/airports 
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30空港中、DAWRの職員である Biosecurity Officers (BOs)が常駐しているのは 11空港で、 

これは IHRの要件を満たす 8空港と、遠方のクリスマス島、ココス諸島、ノーフォーク島の 

3空港である。BOsが常駐していない１次空港は、リクエストに応じて国際便を受け入れる 

ことになっており、オーストラリア移民局(Department of Immigration and Border Protection)の 

管轄である National Passenger Processing Committee(NPPC)が一括して調整している。 

なお、同国で最も出入国者数が多いのは Sydney Kingsford Smith International Airportで、1 

日の入国者は 25,000 – 31,000人である。 

 

５）検疫対象感染症について 

○Act 2015 では Listed Human Diseasesをもって検疫対象感染症としており、同疾患は必要に応

じて関連法令により随時改正される。2017年 2月現在の検疫感染症は以下のとおりである。 

① パンデミックとなりうるヒトインフルエンザ 

② MERS 

③ ペスト 

④ SARS 

⑤ 痘瘡 

⑥ ウイルス性出血熱 

⑦ 黄熱 

 

６）入国時の検疫対象について 

○航空機、船舶、人、荷物、食品、動植物、郵便物等、国内に入るすべてのものが検疫の対象

である。 

 

７）検疫方法について 

○空港及び港における検疫は、到着前の通報の内容により DAWRの職員である BOsが対応す

る。 

○有症者等の通報がなく、害虫駆除対策が実施されていることが到着前に確認できれば、

Positive Pratiqueといって、自動的に入港が許可される。一方、有症者が機内にいるとの通報

を受けた場合は、Negative Pratiqueといって、BOが 1名機内まで出向くことになる。 

○ブース検疫のような方式は行っておらず、サーモグラフィーも用いていない。なお、インタ

ビュールームでは非接触型体温計で体温測定を行う。 

 

８）有事検疫体制について 

○Act 2015第 8章に、「Biosecurity Emergencies and Human Biosecurity Emergencies」というタイ

トルで規定されている。 

○非常事態を宣言するのはオーストラリア総督（オーストラリア国王の代理人）である。 
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○同章にはパンデミック等有事の際の Emergency Powersが記載されている。この権限により、

学校閉鎖等を命じたり、隔離命令を下したり、病院等を特定区域に指定したりすることがで

きる。 

 

９）トランジット客対応について 

○トランジット客については特に規定されておらず、したがってトランジット客については降

機後から乗り継ぎ便に搭乗するまでの間、特に検疫の対象とはなっていない。ただし機内に

おいては到着前通報の対象となっていることから、トランジット客が有症者であれば通報さ

れることになる。 

 

１０）死体の解剖について 

○Act 2015には、BO、HBO、もしくは CHBOが死体の管理を指示すると規定されているが、

解剖を実施する規定はない。なお、死体は Goods とは区別され、Human Health に関するリ

スク管理編で述べられている。 

 

１１）検疫区域の概念について 

○Act 2015には、同法がおよぶ範囲としてオーストラリア海岸線から 12海里（22.2km）とさ

れており、これは上空も同様である。但し、我が国の検疫法で定める検疫区域という概念と

は違うが、「Quarantine Areaはあるか？」という質問に対し、上述のような回答がなされた。 

○航空機は前述したように（７）参照）Negative Pratiqueと判断された場合、機内検疫となり、

機内検疫が終了するまで乗客は誰も降機できず、また原則として BO以外乗り込むことがで

きなくなる。 

 

１２）無線検疫について 

○「７）検疫方法」にも記述したが、到着前に有症者等の通報がなく、害虫駆除対策が実施さ

れていることが到着前に確認できれば、Positive Pratiqueといって、自動的に入港が許可され

る。一方、有症者が機内にいるとの通報を受けた場合、もしくは害虫駆除対策が実施されて

いなければ、Negative Pratiqueといって、BOにより機内（船内）検疫が実施される。 

 

１３）出国検疫について 

○Act 2015には以下のように明確に Exit Requirementsについて記載されている。 

目的： 

他国に検疫感染症が拡がることを防ぐため、または IHRの勧告に基づいて実施する。 

 

対象： 

① オーストラリアから出国しようとしている個人 

② オーストラリアから出て行こうとする航空機、船舶の責任者（以下「オペレーター」と
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いう） 

実施すべき事項： 

① オペレーターは、健康に及ぼすリスクについて乗客に情報提供をすること 

② オペレーターは、感染兆候が見られる乗客がいれば、出国前に BOに通報すること 

③ 出国しようとする個人は、必要な予防接種を受けること 

④ 出国しようとする個人は、健康状態に関する質問票に回答すること 

⑤ 出国しようとする個人は、検疫感染症に関連する申告書を提出すること 

⑥ 出国しようとする個人は、過去の渡航歴に関する申告書を提出すること 

⑦ 出国しようとする個人は、何らかの手段を用いたスクリーニングを受けること 

 

１４）港湾衛生検査及び船舶衛生検査について 

○港湾衛生業務は Act 2015に管理権限が盛り込まれており、IHR2005に準拠した形で BOsに

よって全国 93箇所の海空港で実施されている。 

○船舶衛生検査も Act 2015に「航空機・船舶の Biosecurity Risk管理」の章で船舶衛生につい

て規定されており、IHR2005に準拠した形で BOsによって全国 40箇所の港で実施されてい

る。なお、同国では、2016年に船舶衛生検査証明書を紙媒体から電子媒体に変えたところで

ある。 

 

１５）予防接種について 

○Act 2015は黄熱予防接種の実施をサポートするが、実際には開業医が接種を行っており、証

明書も接種医が発行している。（オーストラリアでは黄熱ワクチンは 1 人 1 バイアルの製剤

を使用している。） 

 

１６）輸入動物について 

○DAWRは、我が国の農林水産省にあたり、オーストラリアは DOHと DAWRが連携して、

Act 2015の下、我が国で言う検疫所、動物検疫所、植物防疫所の業務を実施している形にな

っている。港によって、輸入される動植物が荷揚げできない港がある。本土で動植物を含め、

何でも荷揚げできるのは 10港だけである。 

 

２．有事の検疫体制及び対応の確認 

１） 平時の検疫体制について 

○１－７）に記載したが、平時は、航空機も船舶も 

① 到着前通報により有症者がいないこと、及び 

② 適切な害虫駆除対策の有効期間であることをデータベースで確認することで、 

自動的に交通許可を出している。 

○航空機による到着前通報が必要なのは、以下のような場合である。 

① 乗客に検疫感染症を疑わせる症状（発熱、悪寒、黄疸、発疹、異常出血、咳嗽、救急
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処置を必要とする病態）のある乗客がいたり、飛行中に死者が出た場合 

② 機内に動物がいたり、植物が発見された場合 

③ 飛行中に動物が死亡した場合 

④ 適切な害虫駆除対策がとられていなかった場合 

○到着前通報は、航空機では降下開始時点もしくは少なくとも到着 30分前までに、口頭ある

いは書式で BOsに通報する必要がある。船舶では到着前 12～96時間の間に BOsまたは

Border Force（BF）に通報する必要がある。Australian Border Forceとは、Immigration（入国

管理）と Customs（税関）が一緒になった組織のことである。 

○有症者の状態が非常に重篤な場合は、オペレーターが責任を持って救急医療サービスを手配

する。それによって BOsへの通報が遅れることはやむを得ない。この場合は、救急搬送され

た有症者について航空会社側から記録等情報を確認する。 

○通報漏れの場合、入港が取り消されたり、罰金が科せられたり、刑務所に留置されたりする

ことになる。通報実施状況は満足いくものか、その検証システムはあるか、質問したところ、

時折通報漏れはあり、特に検証システムはないが、通報漏れに対しては罰則よりも航空会社

等への教育を優先しているとの回答であった。 

○到着前通報で有症者ありとの連絡が入った場合、BO1 名が機内に出向き、Traveller with 

Illness Checklist（別添１）を用いて検疫感染症疑いの有無を評価し、必要に応じて州の HBO

に電話で相談する。HBO は BO に対し医学的なアドバイスをする。また HBO は、同有症

者を特定の治療施設に行かせるために、BOに対して Human Biosecurity Control Order（管理

命令）の適用を指示し、同時に DOH にも LHD 疑い患者について報告する。HBOs はそれ

ぞれ担当している州にいてアドバイスをするだけで、多くの場合電話だけで済む。 

○有効な害虫駆除対策が実施されていない場合も BOは機内まで出向き、機内で殺虫剤を噴霧

する。害虫駆除対策として、多くの航空機は殺虫効果が持続する殺虫剤を 2ヶ月毎に用いて

いる。処置に使用した殺虫剤の空缶を航空会社が DAWRの事務所に持ってくれば、記録が

更新されると同時に、新しい殺虫剤の缶が供与されるとのことである。 

○全到着便について入港許可を判断する司令室とも言うべき部屋には、各航空便の状況（到着

予定時刻、到着済み等）が一目でわかるフライトモニター画面と、Aircraft Disinsection 

Information (ADI) の Database画面（図５）が並んでおり、また各航空会社からの電話連絡が

はいることになっている。この部屋で入港許可できないと判断した場合は、他の BOに連絡

がいき、BO1名が当該航空機内で有症者対応または殺虫剤噴霧を実施することになる。 
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図５ Aircraft Disinsection Information Database  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

画面上には「Residual」（残留効果の高い殺虫剤）の下欄に、有効期限が表示されるようになっている。 

 

○DAWRに有症者の情報がもたらされるルートとして最も多いのは到着前通報である（90％以

上）。それ以外に、Border Forceの職員からの通報がある。入国審査手続き中や、税関審査中

に具合の悪そうな人がいれば DAWRの BOsに情報がもたらされる。また、BOsは日本の動

物検疫所や植物防疫所職員の業務も兼務しており、そのため荷物受け取り場周辺を見回って

いるが、その際に有症者に気づくこともある。Paramedics（救急隊）も、航空機から急病患

者の搬送を依頼された場合、BOに連絡してくるため、一緒に機内に入ることもある。 

○現在のような平時は、１日に 10件程度、航空会社を通して航空機から到着前通報で有症者

の連絡が入るが、BO1名が機内に出向き、せいぜい 10分ほどでチェックリストを用いて確

認作業を終える。HBO（医師）に電話連絡がいくケースは、月に１度あるかないかである。 

○航空機内では、乗客全員に図６のような「入国カード」が配られ、乗客は入国の際、提出を

求められる。Act 2015では、航空会社に到着前に「政府からのお知らせ」を書面または口頭

で乗客に情報提供することが義務付けられている。 

「Guidelines for airline and aircraft operators arriving in Australia」 

(http://www.agriculture.gov.au/biosecurity/avm/aircraft/guidelines-operators) から、アナウンスす

る文面と音声が入手でき、14か国語が用意されている。日本語の文面は以下の通りである。 

○また Act 2015はオペレーターと 24時間 365日連絡が取れるよう、最新の連絡先を届けてお

くことも義務付けており、違反には罰金が科せられることになっている。 
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図６ 入国カード 
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カード裏面には以下のような但し書きが記載されている。 

「この書類に記入されている情報は、オーストラリアの出入国、税関、検疫、統計、衛生、

野生動植物、通貨を管理する各法令の運営のために必要とされるものであり、当該情報の収

集は法令により許可されています。この情報は、これらの分野を管轄し、かつオーストラリ

ア国法によって当該情報授受の権限を与えられている機関に対してのみ開示されます。」 

○入国カードには、オーストラリア国内における連絡先だけでなく、国外の家族や知人の連絡

先まで記載するようになっており、有事の際に本人を追跡できるようになっている。 

健康に関する質問として、「結核に罹患しているか？」「過去 6日以内にアフリカ、または南

米に行ったか？」という質問があるが、これらの質問に Yesと答えた乗客がいても、DAWR

の BOsが対応することはない。結核患者情報は、入国後、滞在予定地周辺の病院に情報提供

するとのことであった。必ずしも当該外国籍入国者が、情報提供した病院を受診するとは限

らないだろうと問いかけたが、明快な解答は得られなかった。過去 6日以内のアフリカ、南

米滞在歴に関する質問は黄熱を考慮しており、Yes と回答した者に対しては、Border Force

の職員が黄熱予防接種証明書（イエローカード）の提示を求めることになっている。所持し

ていない場合は、「黄熱カード」を手渡し、症状が出た場合の対処法等について情報提供す

ることになっている。この時、BF の職員が目視で同入国者が具合悪そうに見えた場合は、

BOsに通報するシステムになっている。 

○入国審査場には写真１に示したような Smart Gate という機械が数台設置されており、2017

年 2月現在 12カ国および 2都市からの入国者で 16歳以上の者は、これを使って入国審査を

完了することができる仕組みになっている。実際に我々日本からの 3人もメルボルン国際空

港から入国する際に、同システムを使い、入国審査窓口前に並ばずに審査を終えることがで

きた。銀行の ATM のように、パスポートの顔写真面を挿入し、タッチ画面で入国カードと

同じいくつかの質問に回答するとチケットが出て来、次に数 m前にある顔認証ゲートに移動

して先ほどのチケットを入れ、顔認証を受けると完了した。 
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写真１ Smart Gate  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10 歳以上のオーストラリア人と、16 歳以上のアイルランド、米国、イギリス、カナダ、韓

国、シンガポール、スイス、スウェーデン、中国、日本、ニュージーランド、フランス、香

港、マカオからの入国者が利用できる。） 

○前述したように、入国審査が終了すると、バゲッジクレームで荷物を受け取るが、この 

スペース内で数人の BOsが人や荷物を見て回っている。CIQスペースの最終出口の段階では、

Border Forceの職員が入国カードをチェックしながら回収し、ようやく到着ロビーに向かう

ことになる。したがって、我が国の検疫法で言う「検疫エリア」は、同国の場合航空機から

CIQスペースの最終出口までと言える。 

○なお、シドニー国際空港で勤務する BOsの人数は約 180人、そのうち 1日に勤務してい 

る人数は 60 – 80人ということであった。 

○検疫体制の一環として、１次港に指定されている海空港においてベクター調査も実施してい

る。シドニー国際空港内には写真２に示した媒介蚊検査室があり、蚊の同定や病原体ウイル

ス有無の確認が実施されている。 

  

写真２ 媒介蚊検査室 
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○平時の検疫体制の一環として、図７のような「出国カード」も回収している。オーストラリ

ア滞在中にどのような目的で主にどの地域に滞在したかを問うものとなっており、同じ便に

乗り合わせたことで、後に追跡が必要な事案が発生する場合を考慮した質問票となっている。

実際に出国時に提出したが、回収箱に自ら放り込むだけであった。 

 

図７ 出国カード 

  表 

   

裏 

 

２）有事の検疫体制について 

○有事の例として、2014年のエボラ出血熱（EVD）流行時にどのような体制を取ったか説明を

受けた。当時は平時の到着前通報による対応以外に、通常の入国カードに追加して、図８の

ような渡航歴質問票が機内で配布され、到着時、写真１のタッチパネルを使って、もしくは
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BFの職員によって、以下のことが確認された。 

 

① 到着便、座席番号、到着日、氏名、パスポート番号、パスポート発行国、生年月日 

② オーストラリア国内での連絡先；電話番号、住所、Eメールアドレス、オーストラリ

ア国内最終目的地 

③ 過去 21日間にアフリカに滞在したかどうか？ 

④ ③で Yesと答えた場合は、どこの国か？ 

 

図８ EVD用渡航歴質問票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○タッチパネルでEVD流行国をタッチした場合、赤いランプが点灯する仕組みになっており、

BOがそこに急行する仕組みになっていた。また BFのブースでも同様に、EVD流行国に滞

在歴のある者が発見された場合、赤いランプを点灯させ、BOに対応させる仕組みになって
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いた。 

 

○上記のような自己申告以外に、EVD流行時には他国の National Focal Pointからオーストラリ

アへの渡航者に関する情報が入ることもあった。また看護協会や、流行国に社員を派遣して

いるようなハイリスク企業からも、BOに事前に情報提供してくる仕組みがあった。 

○BOは、インタビュールーム（写真３）で流行国に渡航歴有りと回答した乗客から、現地で

の EVD患者との接触歴等の聞き取りと、非接触型体温計を用いた体温測定を実施した。聞

き取りの結果、現地で EVD患者等と接触歴があり、体温が 37.5℃以上あれば、州保健局の

HBOに電話連絡し、HBOは電話で直接乗客と話をしたり、空港までやって来て個人防護具

（PPE）装着の上、対面で再度乗客から聞き取りをした。同症が疑われれば救急車で特定の

病院に搬送した。なお、空港や海港で人から検体採取を行うことは、平時も有事もない。 

 

写真３ インタビュールーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インタビュールームは普段は施錠されており、室内には机、椅子、電話機、使用済みの PPEを

処分するゴミ箱等があるだけで、特に陰圧にもなっていない。 

 

○接触歴に関する３つの質問に１つでも Yesと答えた乗客には EVD home kitが手渡された。キ

ットには、EVDに関する情報だけでなく、EVD様症状が出現した場合の連絡先や、21日間

体温測定するための体温計も含まれていた。 

接触歴から乗客がハイリスクと判断されるも症状がない場合は、毎日 HBOに症状が出現し

ていないことを連絡し、21日間自宅待機（home quarantine）するよう伝えたが、概ね遵守され

たとのことである。 
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「過去 21日以内のアフリカ EVD流行国滞在歴あり」と答えたが、接触歴が全くなく、体温

も 37.5℃未満であれば、それ以上何もせず入国させた。 

HBOが、自宅で一人では適切に対応できないと判断した乗客については、病院で停留措置

を取った。また HBOが必要と認めた場合には、自治体の職員が当該乗客を健康監視すること

もあった。 

現地で医療活動に加わっていた医療従事者には、帰国後 21日間は医療行為をしないよう 

義務づけた。 

 

３．参考ウェブサイト 

https://www.legislation.gov.au/Details/C2016C00648 

https://www.legislation.gov.au/Details/F2016L00719 

http://www.health.gov.au/quarantine. 

http://www.agriculture.gov.au/biosecurity/avm/vessels/first-point-entry-and-non-first-point-entry 

http://www.agriculture.gov.au/import/before/sending/airports 

http://www.agriculture.gov.au/biosecurity/avm/aircraft/guidelines-operators 

 


